
自立支援・介護予防・重度化防止等に取り組む区市町村への支援の取組と目標設定

【（１）保険者支援】

計画目標

★東京都
目標設定するに至った現状と
課題（区市町村ニーズ）

32年度までに目指すべき
ビジョン

30年度の取組の実施内容・実績
自己評価と

今後の課題・対応策

・「保険者機能強化のための
区市町村職員研修」実施
（H31.1.31）

保険者機能強化や地域分析に
ついて、専門的な知識を有す
る外部講師による研修を実
施。また、ＰＤＣＡサイクル
の活用による進捗管理等につ
いて、ガイドラインに沿った
実施について研修を行った。

年１回開催するという
目標は達成できている
が、今後以下の課題に
対応していく。

・新たに計画担当と
なった職員もおり、計
画策定に向け「見える
化」システムの操作研
修への要望があったこ
とから、31年度以降実
施していく必要があ
る。

・具体的な計画の進捗
管理方法を知りたいと
の要望もあることか
ら、好事例の紹介等も
実施していく必要があ
る。

－

第７期計画策定時に適
切に目標設定や地域分
析等が行えていない区
市町村があることか
ら、次期計画策定年度
に向けて働きかけてい
く。

地域包括ケア「見える化」システムの活用方
法について区市町村職員向け研修を実施
（関連する取組）
　・「見える化」システム活用研修

年１回以上

区市町村の保険者機能強
化の一環として、保険者
がデータを分析し、計画
を策定し、また、計画に
記載した自立支援等の目
標指標についてもＰＤＣ
Ａを実施し評価すること
が求められている。しか
しながら、区市町村では
こうしたノウハウがない
ため、研修等都への支援
のニーズが高かったこと
から、保険者機能強化支
援として「見える化」シ
ステムの活用方法等の研
修を実施する。
また、計画策定時にはヒ
アリングや他区市町村等
との情報共有の場を設け
ることにより区市町村の
地域分析や指標設定等を
支援していく。

外部講師による研修や自
治体の好事例等の紹介等
により、多くの区市町村
が、「見える化」システ
ムを活用するなどして地
域分析を実施し、第８期
計画策定や自立支援等の
目標指標を定めることが
できるようにしていく。
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事項２

区市町村における事業計画の策定を支援
（関連する取組）
　・区市町村ヒアリング（区市町村別）
　・計画担当者意見交換会（老人福祉圏域
別）

全区市町村
全老人福祉
圏域
（Ｈ３２）

-

１　保険者による地域分析及び事業計画の策定等への支援

事項 目標 参考資料

事項１

資料５ 



【（１）地域ケア会議】

計画目標

★東京都
目標設定するに至った現状と
課題（区市町村ニーズ）

32年度までに目指すべき
ビジョン

30年度の取組の実施内容・実績
自己評価と

今後の課題・対応策

・自立支援・重度化防止
に向けた保険者機能強化
の一環として、区市町村
は、地域ケア会議におけ
る個別事例の検討を通
じ、高齢者の課題解決を
支援するとともに、介護
支援専門員が自立支援に
資するケアマネジメント
を推進できるよう支援す
ることが求められている
・都は、区市町村におけ
る取組を推進するため、
司会者や助言者の養成を
支援する研修を実施する

・各区市町村において、
地域ケア会議に参加する
司会者、助言者が確保さ
れ、地域ケア会議を活用
した高齢者の課題解決の
支援や介護支援専門員の
自立支援に資するケアマ
ネジメント力向上の取組
が行われている

・研修カリキュラムを作成
し、研修を実施
・修了者352人（募集規模360
人）

・募集人数を超える応
募があったため、規模
を拡大し、引き続き研
修を実施する（平成31
年度　450人）
・30年度受講者のアン
ケート等も踏まえ、よ
り効果的なカリキュラ
ムへ改善を図る

・自立支援・重度化防止
に向けた保険者機能強化
の一環として、区市町村
は、地域ケア会議におけ
る個別課題の分析を通
じ、地域課題を明確化
し、解決に向けた資源開
発や政策形成へ繋げてて
いくことが求められてい
る
・都は、区市町村におけ
る取組を推進するため、
実施体制の構築について
モデル自治体の取組を支
援する

・各区市町村において、
介護予防から資源開発、
政策形成につながる地域
ケア会議の体制が構築さ
れ、さらなる個別支援の
充実に繋げる取組が行わ
れている

・有識者等による会議体を組
織し、２市を支援

・２市支援（平成31年
度）
・支援してきた自治体
の取組成果を他の区市
町村へ波及させるた
め、報告書のとりまと
めに取り組む

9区市町村

事項 目標 参考資料

事項１

地域ケア会議において、高齢者の自立支援・
介護予防に向けた適切な支援方法を提案・提
言できる人材の養成
・自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議
推進事業
　[地域包括支援センター機能強化支援事業]

1,350人
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事項２

地域ケア会議を開催し、個別事例の検討結果
を地域づくりに反映できるよう、モデル事業
を通じ、区市町村の取組を支援
・自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議
推進事業
　[地域包括支援センター機能強化支援事業]

２　地域ケア会議及び介護予防の効果的な実施に向けた支援



【（２）介護予防】

計画目標
★東京都

目標設定するに至った現状と
課題（区市町村ニーズ）

32年度までに目指すべき
ビジョン

30年度の取組の実施内容・実績
自己評価と

今後の課題・対応策

区市町村職員等を対象
に、地域づくりによる介
護予防を推進するにあた
り必要な専門的知識（介
護予防の基礎的な知識
や、通いの場の展開に関
するノウハウ等）につい
て、東京都健康長寿医療
センターの知見を活かし
た研修を実施する

全ての区市町村で、高齢
者や地域住民が運営する
通いの場の取組など、住
民主体の地域づくりにつ
ながる介護予防を担う人
材が育成され、取組が進
んでいる

・総論編：119人
・実践編：68人

・通いの場づくりを担
う人材育成を着実に進
めているが、地域の実
情に応じた通いの場づ
くりを一層進めていく
ため、人材のスキルの
向上や新たな育成が必
要であり、引き続き研
修により区市町村を支
援する
・実践的な研修に対す
るニーズの高さを踏ま
え、新たに、通いの場
の継続支援や拡大に向
けた取組を推進できる
人材を養成するアドバ
ンス研修を実施する

区市町村における、高齢
者や地域住民が運営する
通いの場の立ち上げや充
実などに取り組む人材の
確保を支援することによ
り、地域づくりにつなが
る介護予防の推進を図る

全ての区市町村で、高齢
者や地域住民が運営する
通いの場の立ち上げや充
実などを支援する専門職
が配置され、取組が進ん
でいる

24区市　38人配置

・地域の実情に応じた
通いの場づくりを一層
進めていくため、区市
町村に対し活用促進を
図っていく

事項２

高齢者や地域住民が運営する通いの場の立ち
上げや充実などを支援する専門職「介護予防
による地域づくり推進員」の配置
・介護予防による地域づくり推進員配置事業
　[地域包括支援センター機能強化支援事業]

62区市町村
で各１人以
上
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事項 目標 参考資料

２　地域ケア会議及び介護予防の効果的な実施に向けた支援

事項１

高齢者や地域住民が運営する通いの場の取組
など、住民主体の地域づくりにつながる介護
予防を担う人材の養成
・東京都介護予防推進支援事業

600人
(総論編)
180人
(実践編)

別紙3



計画目標

★東京都
目標設定するに至った現状と
課題（区市町村ニーズ）

32年度までに目指すべき
ビジョン

30年度の取組の実施内容・実績
自己評価と

今後の課題・対応策

区市町村における生活支
援体制整備を推進するた
め、平成27年度から、体
制構築に向けたコーディ
ネート機能を担う生活支
援コーディネーターの養
成研修を実施している。
一方、既に配置された
コーディネーターのさら
なる資質向上も必要であ
ることから、平成30年度
から、従来の研修を初任
者研修と位置づけるとと
もに、現任者研修を追加
し、より実践的な内容の
研修として充実を図って
いる。

従来の研修を初任者研修と位
置づけるとともに、現任者研
修を追加し、より実践的な内
容の研修として充実を図っ
た。

（受講者数）
初任者研修　172名
現任者研修　60名

生活支援体制整備を推進
するためには、他自治体
における取組事例を参考
とするとともに、自治体
相互に情報交換すること
で事業執行上の課題解決
につなげることが効果的
である。
定期的に情報交換の場を
設定することにより区市
町村の取組を支援してい
く。

情報交換会を２回（6月、3
月）開催し、学識経験者によ
る講演、自治体の事例発表、
グループワークを実施した。

事項 目標 参考資料

事項１
生活支援コーディネーターの養成
・生活支援体制整備強化事業

540人
(初任者)
180人
(現任者)
（H30～
32）

すべての区市町村で生活
支援コーディネーターが
配置され、生活支援体制
が整備されている。

生活支援コーディネー
ターの配置や関係主体
の協議の場である協議
体の設置は順調に進ん
でいるが、区市町村に
よっては、地域の実情
に合った体制・取組と
していくために様々な
試行錯誤を重ねている
場合がある。
また、生活支援体制が
整備された区市町村で
あっても、常にコー
ディネーターの入れ替
わりが生じるため、新
たなコーディネーター
の養成や資質向上が必
要となる。
引き続き養成研修や情
報交換会の実施により
区市町村を支援してい
く。

３　生活支援体制整備に向けた支援
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事項２ 生活支援体制整備に関する情報交換会の開催 年１回以上



計画目標

★東京都
目標設定するに至った現状と
課題（区市町村ニーズ）

32年度までに目指すべき
ビジョン

30年度の取組の実施内容・実績
自己評価と

今後の課題・対応策

地域における介護予防の
取組を機能強化するため
に、介護予防を進めるこ
とができるリハ専門職等
の育成が求められてお
り、地域のリハビリテー
ション専門職を幅広く対
象にした研修を実施する
必要がある。

介護予防を進めることが
できるリハ専門職等の確
保・育成に向けたきめ細
かな研修会を実施し、地
域における介護予防の取
組の機能強化を図る。

地域リハビリテーション支援
センターにおいて、リハビリ
テーション専門職向けに、介
護予防等に関する研修会を開
催した。

年1回開催するという目
標は達成できている。
今後も継続して目標を
達成できるよう、地域
リハビリテーション支
援センターによるリハ
ビリテーション専門職
への研修会を積極的に
実施していく。

・リハビリテーション専
門職等の確保が難しい区
市町村を支援するため、
都が委託により設置する
東京都介護予防推進支援
センターにおいて、担い
手となる専門職を募集、
登録するとともに、区市
町村の要望に応じて派遣
調整を行う、

・各区市町村において、
リハビリテーション専門
職等を活用した地域ケア
会議や通いの場の普及展
開に取り組まれている

11区市　40件

リハビリテーション専
門職等の活用が進んで
いない区市町村に対
し、活用を促す働きか
けを行っていく

事項２

リハビリテーション専門職等の確保が困難な
区市町村を支援するため、関係団体等を連携
し、地域ケア会議や通いの場等への派遣調整
・東京都介護予防推進支援事業

62区市町村
対象
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事項 目標 参考資料

事項１

地域リハビリテーション支援センターにおけ
るリハビリテーション専門職への研修会の開
催
・東京都地域リハビリテーション支援事業

センターご
とに年１回
以上
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４　リハビリテーション専門職等の職能団体等と連携した支援



計画目標

★東京都

目標設定するに至った現状と
課題（区市町村ニーズ）

32年度までに目指すべき
ビジョン

30年度の取組の実施内容・実績
自己評価と

今後の課題・対応策

在宅医療の大幅な需要が
見込まれる中で、地域に
おける在宅医療を担う人
材の育成・確保は喫緊の
課題である。

訪問診療等を実施してい
ない診療所医師等に対す
る在宅医療に関する理解
の促進を図るためのセミ
ナーを開催し、在宅医療
への参入促進を図り、在
宅医療の大幅な需要増に
対応できる医療資源を確
保する。

○在宅医療参入促進セミナー
「始めてみませんか？在宅医
療」を開催（H31.1.26、21名
参加）
　２４時間の患者の安心体制
と看取りをテーマに在宅医、
訪問看護師からの講義や事例
紹介、参加者と在宅医との意
見交換会等を実施。セミナー
後は、参加者を対象とした訪
問診療同行研修も実施。

・区市町村における取
組を促進するため、区
市町村職員にも参加
（傍聴）を働きかけて
いく。
・平成31年度目標：セ
ミナー2回、計160名

【目標値の推移】
・訪問診療を実施している診療
所・病院数
（平成28年度診療分）2,366所
　⇒（平成29年度診療分）
2,316所

※出典：厚生労働省「医療計画
作成支援データブック」
（在宅患者訪問診療料を算定し
た診療所数及び病院数）

事項２
退院支援を実施している診療所数・病院数
・入退院時連携強化事業

増加

入院患者が円滑に在宅療
養生活に移行できるよ
う、かかりつけ医等地域
の医療・介護関係者と連
携した入退院支援を行う
医療機関を増やしていく
必要がある。

事項１
訪問診療を実施している診療所数・病院数
・在宅医療参入促進事業

増加 別紙7

○入退院時における入院医療
機関と地域の医療・介護関係
者との連携・情報共有の一層
の強化に向け、「入退院時連
携強化研修」を実施（3日間×
2回開催、計395名参加）
　院内の入退院支援のしくみ
づくりや病院と地域の医療・
介護関係者の情報共有・連携
等に関する講義のほか、入退
院支援の実践例や、困難事例
への対応等に関するグループ
ワークを実施。

○入退院支援に取り組む看護
師又は社会福祉士等の配置に
必要な人件費を補助
（補助実績：65病院）

・今後は、来年度運用
開始予定の多職種連携
ポータルサイト（仮
称）や、東京総合医療
ネットワーク等の効果
的な活用等、転退院時
の情報共有の充実も合
わせて取り組んでい
く。
・平成31年度目標：研
修4回、計660名

【目標値の推移】
・退院支援を実施している診療
所数・病院数
（平成28年度診療分）255所
　⇒（平成29年度診療分）254
所
※出典：「医療計画作成支援
データブック」厚生労働省
（退院支援加算を算定した診療
所数及び病院数）

医療機関における入退院
支援に取り組む人材を育
成・確保するとともに、
入退院時における地域と
の連携を一層強化し、在
宅療養生活への円滑な移
行を促進する。
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事項 目標 参考資料

５　在宅医療・介護連携に対する支援



病床の整備は、二次医療
圏を単位として行われて
おり、入退院時には区市
町村を越えた患者の移動
が見込まれることから、
広域的な取組が必要。

在宅療養に関する地域の
現状・課題や、今後の取
組（広域的に取り組むべ
き事項等）について意見
交換を行い、地域におけ
る具体的な取組につなげ
ていく。

○「東京都地域医療構想調整
会議在宅療養ワーキング」を
開催（13回）
　
「病院と地域の連携」をテー
マに、現状と課題を共有する
とともに、将来の地域におけ
る取組につなげられるよう、
課題の解決に向けた具体的な
対応案についてのグループ
ワークを実施。

・ワーキンググループ
の議論等を踏まえ、広
域的な情報共有の充実
等、具体的な取組につ
なげていく。
・平成31年度目標：13回

事項３

地域（二次医療圏単位）の医療・介護関係者
からなる協議の場の設置
・東京都地域医療構想調整会議・在宅療養
ワーキング

年12回 別紙9



計画目標

★東京都
目標設定するに至った現状と
課題（区市町村ニーズ）

32年度までに目指すべき
ビジョン

30年度の取組の実施内容・実績
自己評価と

今後の課題・対応策

全区市町村に配置され
（てい）る認知症初期集
中支援チームは、区市町
村により、配置数やチー
ム員の構成、活動内容は
様々である。拠点型の認
知症疾患医療センターに
配置している認知症アウ
トリーチチームが区市町
村と協働して認知症の疑
いのある人の訪問等を実
施しているが、認知症初
期集中支援チームだけで
は対応が難しい人への訪
問支援など、専門医療機
関として、バックアップ
を行っていくことが求め
られる。

すべての区市町村が設置
している、「認知症初期
集中支援チーム」が、認
知症の人や家族に対し
て、初期の支援を包括
的・集中的に行えるよ
う、地域拠点型認知症疾
患医療センターの認知症
アウトリーチチームが
培った訪問支援のノウハ
ウを提供することで、認
知症初期集中支援チーム
の円滑な活動を支援して
いく。

１２か所の地域拠点型認知症
疾患医療センターにおいて、
認知症初期集中支援チームの
活動に関する情報交換や事例
検討等を行う協議会もしくは
初期集中支援チーム員を対象
とした研修を実施し、認知症
初期集中支援チームの活動を
支援した。

・目標を達成
・引き続き認知症初期
集中支援チームの円滑
な活動に係る支援を実
施していく。
・目標：12センターで
実施（平成31年度）

平成30年4月までに、全区
市町村に配置され（た）
る認知症初期集中支援
チーム及び地域支援推進
員について、円滑な活動
と、更なる活動の充実を
図るため、必要な知識・
技能の習得・向上に係る
支援が必要である。

初期集中支援チーム員、
認知症地域支援推進員等
を対象とした認知症地域
対応力向上研修を実施す
ることで、区市町村にお
いて、認知症の人への支
援に携わる専門職の支援
技術等の向上を図る。

認知症地域対応力向上研修を
実施
（年２回　受講者304名）

・目標を達成
・引き続き認知症初期
集中支援チーム員・認
知症地域支援推進員等
の知識・技術の向上に
係る支援を実施してい
く。
・目標：年２回実施
（平成31年度）

区市町村が、地域の実情
に応じて、認知症の人を
支えるネットワークの構
築や地域の認知症対応力
の向上等に取り組み、認
知症の人と家族が安心し
て生活できる地域づくり
を進めていくことが求め
られており、東京都は、
広域的自治体として、区
市町村が円滑に事業を実
施できるよう、情報の提
供その他の支援に努めて
いく。

区市町村が地域の実情に
応じて実施する取組につ
いて情報共有を図り、都
における認知症施策を推
進する。

認知症のポータルサイト「と
うきょう認知症ナビ」におい
て区市町村の認知症施策に関
する取組状況等を公表

・目標を達成
・引き続き区市町村の
認知症施策に関する取
組状況について、情報
共有を図っていく。
・目標：年１回（平成
31年度）

事項２

認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支
援推進員向け研修の実施
・認知症支援推進センター運営事業

年２回以上 -

事項３
区市町村の認知症施策に関する取組状況の公
表

年１回 -

事項 目標 参考資料

事項１

地域拠点型認知症疾患医療センターにおい
て、認知症初期集中支援チームの活動を支援
するための協議会を開催
・認知症疾患医療センター運営事業

12センター
で実施
（H32年度
末）

-

６　認知症施策に関する支援



計画目標

★東京都
目標設定するに至った現状と
課題（区市町村ニーズ）

32年度までに目指すべき
ビジョン

30年度の取組の実施内容・実績
自己評価と

今後の課題・対応策

介護サービスに必要な費
用は、利用者負担金のほ
か、公費と保険料で賄わ
れている。介護サービス
に対するニーズが更に増
加すると見込まれる中、
介護保険制度への信頼性
を確保していくには、高
齢者の自立した日常生活
のために必要な質の高い
サービスを提供していく
と同時に、財源と人材を
より効果的・効率的に活
用していくことが重要。

区市町村が、適正化事業
を行うにあたっての知識
や他区市町村の好事例の
情報を持ち、地域包括ケ
ア「見える化」システム
等のデータを活用して地
域の状況を十分に踏まえ
たうえで、重点的に取り
組むべき分野を明確にし
ながら介護給付適正化に
取り組んでいる。

○平成30年度介護給付適正化
推進研修（全2回、計110名）
○介護給付適正化関連システ
ムのデータ活用に係る研修
（全2回、計115名）

介護給付適正化推進研修会に
おいて、ケアプラン点検に関
する事例発表会等を開催し
た。また、介護給付適正化関
連システムのデータ活用に係
る研修を実施した。

年１回以上開催すると
いう目標は達成でき
た。
専門職を活用した福祉
用具貸与・住宅改修の
点検等、区市町村の取
組が進んでいない事業
について、研修により
区市町村を支援する必
要がある。

【31年度の目標数値】
・介護給付適正化推進
研修　2回
・介護給付適正化関連
システムのデータ活用
に係る研修　2回

要介護認定は全国一律の
基準に基づき、適切かつ
公平に行われることが求
められている。しかし調
査員間での調査項目の選
択や、審査判定を行う合
議体間での審査判定結果
について、ばらつきが見
られている状況である。
区市町村では適正化の取
組について試行錯誤して
いるため、各種認定に関
するデータの見方を解説
したり、自治体の好事例
を紹介する研修を実施す
る。

外部講師による研修や自
治体の好事例の紹介、情
報交換の機会の提供によ
り、多くの区市町村が認
定に関するデータベース
等を活用し、要介護認定
の適正化のための方策を
検討、実行し、検証でき
るようにしていく。

○平成30年度東京都介護認定
審査会運営適正化研修（全3
回、計203名）

保険者で選択に迷いやすい認
知症自立度の考え方につい
て、外部講師による講義をは
じめ、要介護認定の適正化等
について、複数の自治体より
事例発表等を行った。また、
第７期計画の進捗状況を話し
合い取組状況を共有するグ
ループワーク等を行った。

研修は区市町村のニー
ズに応じたカリキュラ
ムを設定し、年３回実
施した。今後は業務分
析データ等をより活用
し、ばらつき解消のた
めの方策をどのように
考えていくかといった
テーマを実施していき
たい。

【31年度の目標数値】
・東京都介護認定審査
会運営適正化研修　3回

事項２

要介護認定における審査判定の適正・平準化
を目的とした区市町村職員向け研修を実施
・介護認定審査会運営適正化事業

年１回以上

事項 目標 参考資料

事項１

介護給付適正化の好事例の発表、地域包括ケ
ア「見える化」システム等のデータ活用の支
援などを内容とした区市町村職員向け研修を
実施
・介護給付適正化推進研修会

年１回以上

７　介護給付の適正化に関する支援

-



計画目標

★東京都
目標設定するに至った現状と
課題（区市町村ニーズ）

32年度までに目指すべき
ビジョン

30年度の取組の実施内容・実績
自己評価と

今後の課題・対応策

事項１ 62区市町村

介護人材の不足が深刻化
している中、平成30年3月
に示された国の基本指針
では、区市町村におい
て、必要な介護人材の確
保に向け、総合的な取組
が重要とされたが、まだ
取組が始まっていない区
市町村もある。

地域社会を支える介護人
材の確保・定着・育成に
向け、各区市町村が、地
域の特色を踏まえた人材
確保の取組を推進してい
る。

【取組の実施内容】
・東京都区市町村介護人材緊
急対策事業費補助金を創設
し、区市町村へ周知
・対象メニューの一つ、「中
小介護事業者の事業協同化支
援」について、区市町村向け
の手引きを作成・送付
・福祉人材対策区市町村連絡
会で、豊島区・八王子市から
「事業協同化支援」「入門的
研修の実施」について事例発
表

【実績】
・上記補助金の活用　35区市
町84事業

事項 目標 参考資料

８　介護人材の確保・質の向上に向けた取組

・介護未経験者に対す
る研修やキャリアアッ
プ研修に取り組んでい
る区市町村は多いが、
雇用改善方策の普及・
促進事業等への取組は
少ないことから、補助
金の周知と併せて、好
事例の紹介等を実施し
ていく。

・新たに立ち上げる介
護人材総合対策検討委
員会において、地域ご
との課題分析等を行
い、区市町村に還元す
ることで、地域の特色
を踏まえた取組を促進
していく。

【31年度の目標数値】
・全62区市町村

【介護福祉士等修学資
金貸付】
・貸付を必要とする修
学生に適切に利用され
るよう、引き続き東京
都社会福祉協議会と連
携し、事業の広報を
行っていく。

【現任介護職員資格取
得支援】
・現任介護職員の育成
及びサービスの質の向
上を図るため、引き続
き支援を行っていく。
・31年度の目標数値
約800人（過去3か年実
績）
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事項２

介護福祉士養成施設の在学生に対する修学資
金貸与や、現任介護職員に対する介護福祉士
資格の取得支援の実施

介護福祉士
増加

区市町村が地域の実情に
応じた地域包括ケアシス
テムの構築に向け、高齢
者の自立支援と介護予防
等に向けた取組を行って
いく上で、サービス提供
等を支える介護職員の専
門性や質の向上が必要不
可欠である。

介護福祉士が増加し、質
の高いサービスを提供す
ることで、地域の実情に
応じた地域包括ケアシス
テムの構築が推進されて
いる。

【取組の実施内容】
・介護福祉士等修学資金貸付
年3回（2月、4月、9月）受付
貸付件数351件、貸付金額323
百万円
・現任介護職員資格取得支援
（国家試験受験料等の助成）
H30.9 受付開始
助成職員数814人、合格者597
人

【実績】
・都内介護福祉士数
（28年10月）58,589人
　⇒（29年10月）61,792人
※出典：厚生労働省「介護
サービス施設・事業所調査」

地域の特色を踏まえた人材確保に取り組む区
市町村を支援
・東京都区市町村介護人材緊急対策事業費補
助金


